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２．着目すべき取組事例 

調査の結果明らかとなった事項のうち、注目すべき事例は次のとおりである。 
 優良な取組事例 今後注意が望まれる事例 

目 標 

・1990 年度比 6%削減という意欲的な目標設定を行い、各種施策の導入によっ

て、既に基準年度から 10%以上もの排出量削減を達成している。 

・2010 年度まで、各種装置の設置予定や工場の稼働状況をシミュレーションし

た上で総量目標値を算定している。 

・ブランドイメージ向上や CSR の観点から温暖化対策を率先して取り組む姿勢

を明確にしている。 

・目標設定に具体的な根拠がない。 

施 策 

・エア漏れ、蒸気漏れなどメンテナンスに人手がかかる施策を着実に実施して

いる。 

・環境税や排出量取引制度の導入を想定した設備投資計算や施策の優先順位決

定を実施している。 

・具体的な削減施策の洗い出しが望まれる。 

管 理・ 

  報 告 

・過去の県事業への参加を契機に、エネルギー起源 CO2以外の温室効果ガスも

含めて、全て月次で排出量管理を行っている。 

・全社共通のエクセルシートを使用（エネルギー使用量を入力することで温室

効果ガス排出量が自動計算される）し、CO2換算値を本社に報告している 

・第三者検証に耐え得るように温室効果ガス排出量のマネジメント体制・手順

の見直しを実施し、証憑の管理等をすすめている。 

・外部報告値については、本社ですべて作成・管理している。 

・社内報告、省エネ法定期報告、石油等消費動態統計調査、県条例等、制度・

報告ごとに目的が異なるとして、バウンダリ・換算係数を整理して、一表に

まとめて管理している。 

・工程別、報告先別に集計範囲を確認・確定している。 

・燃料使用による自家発電を実施している場合に、燃料使用量から CO2を計算したほか、

自家発電量からも CO2を計算し、結果的に二重計上となっている。 

・年度のデータと暦年のデータが混在している。 

・隣接している、省エネ法対象となっていない事業者への蒸気供給分も自社分として含

めて計算している。 

・同一サイト内の建屋、同一建屋内のラインであっても、分社化によって別会社となっ

ており、管理の対象外となっている。 

算 定・ 

 把 握 

・排ガス中の CO2濃度を直接測定し、把握している。 

・生産工程から生じる副生油についても、化学量論式から排出量を把握してい

る。 

・受電設備等に封入されている SF6について、設備のメンテナンスは外部業者

に委託しているものの、業務完了書を精査して充填量を把握し、ここから大

気中への漏出量を算定している。 

・燃料ではなく、製品として購入した油類が生産工程上、副生ガスとなっており、これ

を燃焼させた結果の CO2が算定対象となっていない。 

・生産工程において発生する CO2や生産工程で使用する HFC が認識・算定されていない。 

・事業所内での産業廃棄物焼却に伴う CO2排出が計上されていない。 

・自動車利用に伴って排出される CH4や N2O を把握しているにも関わらず、ガソリンの

燃焼に伴って排出される CO2が計上されていない。 

・炉での燃料燃焼に伴う CO2排出を把握しているが、CH4や N2O は計上されていない。 

・代替フロンの排出係数使用に当たって kg と tを混同している。 

・電力使用に伴う排出係数使用に当たって MWh と kWh を混同している。 

・CO2算定において、炭素換算値と二酸化炭素換算値を取り違え、過小に算定している。 

・CH4、N2O、代替フロン類の排出に GWP 値（地球温暖化係数）を乗じて二酸化炭素換算

していない。 
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【 参考 訪問事業所一覧 】 
愛知機械工業株式会社 松阪工場 
旭化成ライフ＆リビング株式会社 鈴鹿工場 
旭電化工業株式会社 三重工場 
味の素ゼネラルフーヅ株式会社 鈴鹿工場 
泉鋳造株式会社 
株式会社 INAX 伊賀工場 
株式会社 INAX 上野工場 
インコ東京ニッケル株式会社 松阪工場 
上野キヤノンマテリアル株式会社 
上野製薬株式会社 四日市工場 
株式会社エーピーアイコーポレーション 久寿工場 
株式会社エクセディ 上野事業所 
大阪精工硝子株式会社 三重工場 
紀州製紙株式会社 紀州工場 
クボタ松下電工外装株式会社 伊賀上野工場 
倉敷紡績株式会社 津工場 
株式会社神戸製鋼所 大安工場 
光洋精工株式会社 亀山工場 
光洋メタルテック株式会社 本社上野工場 
三恵技研工業株式会社 安濃工場 
サンレックス工業株式会社 
JSR株式会社 四日市工場 
JFEエンジニアリング株式会社 津製作所 
敷島スターチ株式会社 
昭和電線電纜株式会社 三重事業所 
昭和四日市石油株式会社 四日市製油所 
シャープ株式会社 液晶三重工場 
神鋼電機株式会社 伊勢製作所 
新神戸電機株式会社 名張工場 
鈴鹿富士ゼロックス株式会社 
住電エレクトロニクス株式会社 
住友金属鉱山シポレックス株式会社 三重工場 
住友金属鉱山伸銅株式会社 三重工場 
住友電工ブレーキシステムズ株式会社 三重製作所 
住友電装株式会社 鈴鹿製作所 
セントラルグラスファイバー株式会社 
株式会社大紀アルミニウム工業所 亀山工場 
大日本インキ化学工業株式会社 四日市工場 
ダイベア株式会社 名張工場 
太平洋セメント株式会社 藤原工場 
太陽化学株式会社 南部工場 
宝酒造株式会社 楠工場 
谷口石油精製株式会社 
中部電力株式会社 尾鷲三田火力発電所 
中部電力株式会社 川越火力発電所 
中部電力株式会社 四日市 LNGセンター 
中部電力株式会社 四日市火力発電所 
チヨダウーテ株式会社 四日市工場 
辻製油株式会社 本社工場 

ティーエスコーポレーション株式会社 津工場 
テクノポリマー株式会社 四日市事業所 
株式会社デンソー 大安製作所 
東亜紡織株式会社 楠工場 
東海ゴム工業株式会社 松阪製作所 
東芝産業機器製造株式会社 
株式会社東芝 四日市工場 
東邦化学工業株式会社 四日市工場 
東邦石油株式会社 
東洋ゴム工業株式会社 桑名工場 
トステム久居株式会社 
トヨタ車体株式会社 いなべ工場 
日東電工株式会社 亀山事業所 
ニプロファーマ株式会社 伊勢工場 
日本アエロジル株式会社 四日市工場 
日本インシュレーション株式会社 北勢工場 
日本カラリング株式会社 本社工場 
日本特殊陶業株式会社 伊勢工場 
パラマウント硝子工業株式会社 鈴鹿工場 
BASFジャパン株式会社 四日市生産本部 
光精工株式会社 本社工場・員弁工場 
日立金属株式会社 桑名工場 
株式会社ヒラタ 亀山製作所 
株式会社フジクラ 鈴鹿事業所 
富士通株式会社 三重工場 
富士電機リテイルシステムズ株式会社 三重工場 
ブリヂストン化成品製造株式会社 
プリマハム株式会社三重工場 
古河電気工業株式会社 三重事業所 
松下電工株式会社 伊勢工場 
松下電工株式会社 津工場 
松下電工株式会社 南四日市工場 
松下電工株式会社 四日市工場 
松下電子部品株式会社 
丸善石油化学株式会社 四日市工場 
三菱化学株式会社 四日市事業所（塩浜工場・川尻工場） 
三菱瓦斯化学株式会社 四日市工場 
三菱重工業株式会社 冷熱事業本部松阪工場 
株式会社ミヤケ 本社工場 
株式会社森精機製作所 伊賀事業所 
モリテックスチール株式会社 三重大山田工場 
株式会社安永 西明寺工場 
八千代工業株式会社 四日市製作所 
柳河精機株式会社 亀山工場 
山下ゴム株式会社 三重工場 
横浜ゴム株式会社 三重工場 
四日市オキシトン株式会社 四日市工場 
ライオンアクゾ株式会社 四日市工場 
リケンテクノス株式会社 三重工場

 
※社名公表が可能とした 100事業所について五十音順で記載。なお、訪問事業所のうち社名公表不可は 3事業所。 
※訪問辞退事業所は計 13事業所。主な理由は、①現時点で目標達成が既に可能である、②省エネ法に基づく調査で一定
の評価を受けている、③敷地内で複数会社が操業しており管理調整できる立場にない 等。 


